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【概要】 

財産分与の審判において，一方当事者の所有名義の不動産

で他方当事者が占有するものにつき，他方当事者に分与し

ない判断をした場合，その判断に沿った権利関係を実現す

るため必要と認めるときは，家事事件手続法１５４条２項

４号に基づき，その明渡しを命ずることができる 

 

【事案】 

抗告人が，相手方に対し，離婚後、財産の分与に関する処

分の審判（以下 「財産分与の審判」という。）を申し立て

た事案。 

【争点】 

家庭裁判所が，家事事件手続法１５４条２項４号に基づき，

財産分与により所有者とならなかった一方配偶者に対し、

その建物を明け渡すよう命ずることができるか否か。 
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【判旨】 

●原審 

本件建物の明渡しを命ずることはできない 

（理由） 

明渡し請求は所有権に基づくものとして民事訴訟の手続に

おいて審理判断されるべきものでああるため，家庭裁判所

は，家事審判の手続において明渡しを命ずることはできな

い。  

 

●最高裁 

破棄差戻 

（判旨） 

「財産分与の審判において，家庭裁判所は，当事者双方が

その協力によって得た財産の額その他一切の事情を考慮し

て，分与をさせるべきかどうか並びに分与の額及び方法を

定めることとされている（民法７６８条３項）。もっとも，

財産分与の審判がこれらの事項を定めるものにとどまると

すると，当事者は，財産分与の審判の内容に沿った権利関

係を実現するため，審判後に改めて給付を求める訴えを提

起する等の手続をとらなければならないこととなる。 

・・・・家庭裁判所は，財産分与の審判において，当事者双

方がその協力によって得た一方当事者の所有名義の不動産

であって他方当事者が占有するものにつき，当該他方当事

者に分与しないものと判断した場合，その判断に沿った権

利関係を実現するため必要と認めるときは，家事事件手続

法１５４条２項４号に基づき， 当該他方当事者に対し，当

該一方当事者にこれを明け渡すよう命ずることができる 

と解するのが相当である。」 

 

【参考】 

１５４条２項 

家庭裁判所は、次に掲げる審判において、当事者（第二号

の審判にあっては、夫又は妻）に対し、金銭の支払、物の

引渡し、登記義務の履行その他の給付を命ずることができ

る。 

一 夫婦間の協力扶助に関する処分の審判 

二 夫婦財産契約による財産の管理者の変更等の審判 

三 婚姻費用の分担に関する処分の審判 

四 財産の分与に関する処分の審判 

以上 

 


